
令和３年４月１日以後開始連結事業年度等分 

連結申告用 

 

【№３】当連結事業年度に適用される

別表を使用していますか。 

【№27】連結法人（連結親法人が中小連結法人で、適用除外事

業者に該当しない場合等を除きます。）が、次に掲げる法人税

額の特別控除制度の適用を受ける場合、３欄、７欄又は 10 欄の

いずれかが「該当」となっていますか。 

① 試験研究を行った場合の法人税額の特別控除制度（別表六

の二(五)、六の二(九)） 

② 地域経済牽引事業の促進区域内において特定事業用機械

等を取得した場合の法人税額の特別控除制度（別表六の二(十

五)） 

③ 認定特定高度情報通信技術活用設備を取得した場合の法

人税額の特別控除制度（別表六の二(二十七)） 

④ 事業適応設備を取得した場合等の法人税額の特別控除制

度（別表六の二(二十九)） 


